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(1)  概 要

我が国の公的年金制度は,1)一般の被用者を対象とする厚生年金保険及び船員保険,2)農民,自営業者等を対
象とする国民年金,3)公務員等を対象とする5つの共済組合(国家公務員共済組合,地方公務員等共済組合,公
共企業体職員等共済組合,私立学校教職員共済組合,農林漁業団体職員共済組合)の3種類の制度から構成さ
れている｡

このうち厚生年金保険及び国民年金が,加入者数においても,老齢年金受給権者数においても全体の約9割
を占めており,この2制度が我が国の公的年金制度の二大支柱であるということができる｡

各種公的年金制度の適用人員及び受給権者数

公的年金制度一覧

厚生白書（昭和57年版）
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(2)  厚生年金保険

厚生白書（昭和57年版）



厚生白書（昭和57年版）



厚生年金保険適用状況の推移

厚生年金保険平均標準報酬月額の推移

厚生年金保険受給者数及び給付額の推移

厚生白書（昭和57年版）



厚生年金保険受給権者1人当たり平均年金額(月額)の推移

厚生年金保険収支状況

厚生白書（昭和57年版）
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(3)  国民年金
1)  拠出制国民年金

厚生白書（昭和57年版）



国民年金被保険者数の推移

厚生白書（昭和57年版）



国民年金受給権者数及び給付額の推移
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(3)  国民年金
2)  福祉年金
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福祉年金受給者の推移

厚生白書（昭和57年版）



福祉年金額(月額)の推移
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(4)  船員保険(年金部門)

船員保険は海上で働く船員を対象とした総合的社会保険(陸上の被用者を対象とする健康保険,厚生年金保
険,雇用保険及び労働者災害補償保険の各制度を包含した機能を有する制度)である｡

被保険者数被扶養者数,船舶所有者数及び平均標準報酬月額の推移

船員保険年金受給者数,給付額及び年金種類別1人当たり平均年金額(月額)の推移

厚生白書（昭和57年版）
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(5)  厚生年金基金
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(6)  農業者年金基金
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厚生白書（昭和57年版）



  

指標編
第1部  厚生行政の現在の姿
Ⅳ  年金保障
(7)  石炭鉱業年金基金
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(8)  年金事務のしくみ

年金相談件数の推移

厚生白書（昭和57年版）
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(9)  年金積立金の運用

厚生年金保険と国民年金の保険料の積立金は昭和56年度末で厚生年金保険が約32兆円,国民年金が約2兆8
千億円となっている｡

これらの積立金はその利子とともに将来の年金給付の重要な財源となるものであり,その運用はすべて大
蔵省の資金運用部に預託されて国の財政投融資の財源となっているが,積立金の増加額のうち一定割合に
ついては,還元融資として直接被保険者等の福祉の向上のためにあてられている｡

厚生年金保険,国民年金の年金積立金の累積状況
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